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脱原発の声と力で政治を変えよう！

２
０
１
２
年
度
政
府
予
算
案
の
国
会

審
議
が
始
ま
り
ま
す
。
野
田
内
閣
は

民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
投
げ
捨
て
、

自
公
政
権
の
政
策
に
先
祖
返
り
し
ま

し
た
。
今
や
「国
民
の
生
活
が
第
一
」か

ら
「
財
界
・
官
僚
・
米
国
の
利
益
が
第

一
」に
大
変
身
し
、
国
民
を
完
全
に
裏

切
る
予
算
を
提
案
し
て
い
ま
す
。

今
年
度
予
算
案
は
49
％
、
44
兆
円

が
借
金
（
国
債
）
に
依
存
し
、
借
金
返

済
は
22
兆
円
、
実
に
24
％
に
な
っ
て
い

ま
す
。
国
家
予
算
の
73
％
が
国
債
関

係
に
依
存
す
る
自
転
車
操
業
で
す
。

ま
た
、
公
共
事
業
は
４
兆
５
千
億
（
震

災
関
連
事
業
を
除
く
）
を
計
上
す
る

な
ど
、
財
界
に
大
盤
振
る
舞
い
で
す
。

そ
の
上
、
15
年
度
に
は
５
％
の
消
費
税

増
税
を
画
策
し
て
い
ま
す
。

厚
生
労
働
省
の
統
計
で
は
年
々
相

対
的
貧
困
率
が
上
昇
し
、
09
年
時
点

で
は
16
％
。
貧
困
線
よ
り
下
に
い
る
18

歳
以
下
の
子
ど
も
は
15
・
７
％
に
の
ぼ

り
ま
す
。

ま
た
、
生
活
保
護
受
給
者
数
は
昨

年
７
月
で
２
０
５
万
人
。
１
９
５
１
年
の

２
０
４
万
人
を
上
回
る
過
去
最
多
数
、

う
な
ぎ
の
ぼ
り
の
傾
向
で
す
。

自
公
政
権
下
で
も
、
労
働
者
は
乾
い

た
雑
巾
を
絞
る
よ
う
に
搾
取
さ
れ
て
き

ま
し
た
。
も
う
こ
れ
以
上
庶
民
は
鼻
血

も
出
ま
せ
ん
。

企
業
の
利
益
か
ら
株
主
配
当
を
差

し
引
い
た
残
り
の
利
益
の
内
部
留
保
は
、

大
企
業（
資
本
金
10
億
円
以
上
）の
場

合
、
08
年
３
月
で
２
２
７
兆
円
だ
っ
た
の

が
、
半
年
後
に
何
と
２
５
６
兆
円
と
28

兆
円
も
増
え
ま
し
た
。
大
企
業
に
は
高

利
の
株
主
配
当
を
し
て
も
利
益
が
潤

沢
に
あ
り
ま
す
。

も
う
民
主
党
や
自
民
党
の
政
治
を

終
わ
ら
せ
ま
し
ょ
う
。
今
こ
そ
憲
法
を

活
か
す
政
治
の
実
現
に
向
け
、
力
を

合
わ
せ
ま
し
ょ
う
。

憲
法
を
活
か
す
政
治
が
第
一

人
ら
し
く
生
き
さ
せ
ろ
！
大
企
業
、
富
裕
層
の
富
を
吐
き
出
せ
！

予
算
案
の
49
％
が
借
金

鼻
血
も
で
な
い
・
格
差

内
部
留
保
を
出
さ
せ
ろ
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野
田
政
権
は
消
費
税
増
税
を
虎
視
眈
々
と
狙

う
財
務
省
の
か
い
ら
い
政
権
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

財
務
省
に
と
っ
て
国
債
発
行
に
よ
る
借
金
の
増

大
、
復
興
特
別
税
の
徴
収
、
年
金
支
給
額
の
削

減
は
消
費
税
増
税
の
地
な
ら
し
。
国
民
が
増
税

や
年
金
削
減
よ
り
、
福
祉
目
的
税
と
な
る
消
費

税
引
き
上
げ
を
求
め
る
時
が
来
る
日
を
じ
っ
と

待
っ
て
い
ま
す
。

論
よ
り
証
拠
。

年
金
支
給
額
は

物
価
下
落
を
受

け
て
、
来
年
４
月

分
か
ら
０
・３
％
、
10
月
分
か
ら
０
・９
％
、
13
、
14

年
度
か
ら
０
・８
％
減
額
さ
れ
ま
す
。
国
民
年
金

で
は
２
０
０
～
８
０
０
円
、
厚
生
年
金
で
は
７
０
０

～
２
１
０
０
円
の
減
額
と
な
り
ま
す
。

政
府
は
、
年
金
制
度
を
支
え
る
基
礎
年
金
の

国
庫
負
担
を
50
％
に
引
き
上
げ
る
た
め
に
、
「年

金
交
付
国
債
」を
発
行
し
て
そ
の
財
源
を
消
費

税
増
税
で
充
て
る
と
宣
言
し
ま
し
た
。
ま
た
、
増

税
と
同
時
に
国
民
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
裸
に
す
る

共
通
番
号
制
を
導
入
し
、
価
格
表
示
を
消
費

税
額
が
分
か
ら
な
い
よ
う
に
総
額
表
示
に
す
る
と

い
う
姑
息
さ
で
す
。

し
か
も
、
復
興
特
別
税
と
し
て
個
人
所
得
税
が

25
年
間
も
増
額
さ
れ
ま
す
。
子
ど
も
手
当
は
、
中

学
３
年
ま
で
一
律
１
万
３
０
０
０
円
で
あ
っ
た
の
が

１
万
～
１
万
５
０
０
０
円
に
な
り
ま
す
。

そ
の
一
方
で
、

子
ど
も
た
ち
の

未
来
を
脅
か
し

て
い
る
原
子
力

関
連
予
算
は
48
億
円
減
額
さ
れ
る
だ
け
で
す
。

原
発
「推
進
」
か
ら
「
安
全
」を
看
板
に
、
安
全
・

事
故
対
策
の
研
究
開
発
費
が
増
え
た
と
は
い
え
、

電
源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
や
「も
ん
じ
ゅ
」な

ど
高
速
増
殖
炉
関
連
予
算
は
温
存
さ
れ
、
「脱

原
発
」を
真
っ
向
か
ら
否
定
す
る
も
の
と
な
っ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
防
衛
費
（軍
事
費
）は
１
・３
％
減
の
４
兆

７
１
３
８
億
円
。
米
軍
に
対
す
る
思
い
や
り
予
算

も
１
８
６
７
億
円
、
普
天
間
基
地
移
転
の
工
事

費
38
億
円
、
最
新
鋭
ス
テ
ル
ス
戦
闘
機
「Ｆ
35
」４

機
購
入
費
と
し
て
６
０
０
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

こ
の
国
の
政
治

は
何
も
変
わ
っ
て

い
ま
せ
ん
。
そ
れ

ど
こ
ろ
か
、
庶
民

の
暮
ら
し
か
ら
ど

ん
ど
ん
離
れ
て
い

ま
す
。

お問い合わせ先

暮らしから遠ざかる２０１２年度予算案

止
め
よ
う
！
原
発
再
稼
働
・
大
増
税

12
月
24
日
に
閣
議
決
定
し
た
２
０
１
２
年
度
予
算
案
は
、
東
日
本
大
震

災
を
奇
貨
と
し
て
消
費
税
増
税
に
布
石
を
打
つ
も
の
と
な
り
ま
し
た
。
増

税
の
時
期
と
率
は
２
０
１
５
年
、
プ
ラ
ス
５
％
と
す
る
こ
と
が
目
指
さ
れ
て

い
ま
す
。
そ
の
ゴ
ー
ル
へ
向
け
て
国
債
発
行
が
乱
発
さ
れ
、
所
得
税
増
税

と
年
金
カ
ッ
ト
な
ど
絵
に
描
い
た
よ
う
な
悪
政
が
始
ま
ろ
う
と
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
原
発
の
被
害
者
が
注
目
す
る
原
子
力
政
策
は
継
続
、
沖
縄
県

民
に
と
っ
て
切
実
な
米
軍
普
天
間
基
地
の
辺
野
古
移
設
は
粛
々
と
進
め

ら
れ
る
予
算
案
と
な
っ
て
い
ま
す
。

消費税増税へ布石

悪政打倒！

年
金
は
削
減
、

所
得
税
は
ア
ッ
プ

原
子
力
予
算
と

防
衛
費
は
温
存
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